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２．平成３１年度予算規模

【単位：千円】

増減額
（A-B）

前年度比
（％）

△ 62,000 △ 1.1

22,400 1.4

44,224 4.0

13,073 8.6

△ 31,000 △ 7.9

3,500 3.8

5,200 9.4

7,357 1.5

2,754 0.0

１．予算編成方針

　滑川町全体の予算規模

一 般 会 計

363,000

平　　成　　３１　　年　　度　　予　　算　　概　　要

91,000

　平成３１年度予算編成につきましては、「平成３１年度予算編成方針」及び「第5次総合振興計画
前期基本計画」に基づき、依然厳しい財政状況の中、総体的には財政健全化を目指した歳出削
減に努めた予算編成としました。
　本年度においても、健康づくり事業を推進し、子育て支援としての学校給食の無償化事業、こども
医療費の18歳までの無料化事業を堅持し、新たな学童保育施設も開設します。
　生活環境面においては公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事や橋梁長寿命化修繕工
事にも取り組んでまいります。
　さらに、本年においては、ため池耐震調査の開始、２年に１度の滑川町地域防災訓練の実施な
ど、『安全・安心なまちづくり』のための諸政策を前進させて行きます。

1,580,0001,602,400

水 道 事 業 企 業 会 計 492,055

　　　　　９６億7354万8千円　（前年度比　２７５万４千円、0.0％の増）

浄化槽事業特別会計

1,091,996

下水道事業特別会計 394,000

55,100

区 分

5,822,000

平成３０年度
（B)

5,760,000

平成３１年度
（A)

介 護 保 険 特 別 会 計

60,300

9,673,548合 計

国民健康保険特別会計

94,500農業集落排水事業特別会計

165,073

1,136,220

後期高齢者医療特別会計

　④地方債の発行額　　　　　　  　２億９９９０万円 （前年度比  △２億7862万2千円、△48.2％減）

484,698

9,670,794

152,000

（１）一般会計の概要

　①一般会計の予算額　　　　５７億６０００万円　　（前年度比　△6200万円、△1.1％減）

　②投資的経費の予算額　　　  　１億３８１８万２千円 （前年度比  △2億8549万7千円、△67.4％減）

　③財政調整基金の取崩額　　 　　　６７００万円　　  （前年度比　　△７00万円、△9.5％減）
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【概要】

　　　・住宅用太陽光発電システム設置事業補助金

　　　・子育て支援センター改修工事（新規）　　　　　

　　　・子育て支援センタートイレ改修工事（新規）　　　　　　　　　　　　

　　　・上福田土地改良区事業補助金　　　　　　　　

　　　・公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事　　　　　　

　　　・橋梁長寿命化修繕工事（新規）　　　　　　　　　　　

　　　・月の輪小学校等ＰＦＩ事業経費（施設整備分）

　　　・比企広域市町村圏組合（斎場及び霊柩車事業）負担金

　　　・小川地区衛生組合塵芥処理費負担金　　　　　　　　

　　　・埼玉中部資源循環組合負担金　　　　　　　　　　　

　　　・ＬＥＤ街路灯賃貸借料　　　　　　　

　　　・比企広域消防組合常備消防負担金　　　　　　　　　　　

③その他

８２６万３千円

　２００万円

　３９４万９千円

　６２０万円

２億８４１０万３千円

①経常経費

　　　・職員人件費　　　　　2861万８千円増　（特別会計除く）

②投資的経費

　１１５万３千円

２８００万円

　　　　　　　　　　職員数　　　１２３人

　　　　　　　　　　管理職手当   　　  　    　　１１６５万２千円

　　　　　　　　　　地域手当（6％）　　　　　　　２７５１万２千円

９５４万円

２７１８万６千円

　平成３１年度の一般会計の予算規模は、５７億６０００万円で前年度の５８億２２００万円に比べ△６
２００万円、率にして△1.1％減の予算となりました。減額の要因としては、防災行政無線デジタル化
等整備工事、社会資本整備総合交付金事業道路等工事、団体営両表・大木地区土地改良事業
補助金、団体営羽尾中部地区土地改良事業補助金の終了などがありますが、保育所保育実施委
託料や放課後児童対策事業委託料は増額となっております。
　低迷する経済状況を踏まえ歳出削減に取り組む中、歳入歳出の不足額については、財政調整基
金から６７００万円を繰り入れました。

　　　・扶助費　　　　　　　　　 ４５３７万３千円増

　　　・公債費　　　   　　　　　△４５３２万５千円減

【増減要因】

５５００万円

１億４７８６万６千円

　３４１１万５千円
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３．一般会計予算の状況

（１）歳入予算の概要 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

2,978,885 51.7 2,921,505 50.2 57,380 2.0

88,549 1.5 92,457 1.6 △ 3,908 △ 4.2

3,814 0.1 3,079 0.1 735 23.9

14,488 0.2 9,826 0.2 4,662 47.4

10,679 0.2 13,548 0.2 △ 2,869 △ 21.2

362,000 6.3 350,840 6.0 11,160 3.2

70,076 1.2 72,109 1.2 △ 2,033 △ 2.8

34,184 0.6 43,822 0.7 △ 9,638 △ 22.0

32,347 0.6 21,437 0.4 10,910 50.9

285,519 4.9 321,500 5.5 △ 35,981 △ 11.2

3,059 0.1 3,100 0.1 △ 41 △ 1.3

121,735 2.1 109,729 1.9 12,006 10.9

68,357 1.2 65,423 1.1 2,934 4.5

737,718 12.8 623,080 10.7 114,638 18.4

406,209 7.0 360,328 6.2 45,881 12.7

15,863 0.3 15,825 0.3 38 0.2

23 0.0 104 0.0 △ 81 △ 77.9

67,000 1.2 74,000 1.3 △ 7,000 △ 9.5

120,000 2.1 100,000 1.7 20,000 20.0

39,595 0.7 41,766 0.7 △ 2,171 △ 5.2

299,900 5.2 578,522 9.9 △ 278,622 △ 48.2

5,760,000 100.0 5,822,000 100.0 △ 62,000 △ 1.1

町 税 ……

繰 入 金

【歳入の主な増減内容】

平成３０年度

　町民税では、納税義務者数の増加や法人税割の増収分を見込みま
した。固定資産税については、土地が減となる一方で家屋が増となり全
体では増収を見込んでいます。また、軽自動車税、町たばこ税も増収を
見込んでいます。
　全体では前年度比５７３８万円の増額となりました。

交通安全対策特別交付金

諸 収 入

繰 越 金

区 分
増減額
（A-B）

寄 附 金

合 計

町 債

県 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

利 子 割 交 付 金

町 税

平成３１年度

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 譲 与 税

財 産 収 入

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

前年度比
（％）

地 方 交 付 税

地 方 消 費 税 交 付 金
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地方消費税交付金 ……

地 方 交 付 税 ……

分担金及び負担金 ……

国 庫 支 出 金 ……

県 支 出 金 ……

繰 入 金 ……

町 債 ……

【町税の内訳】 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,274,900 42.8 1,232,800 42.2 42,100 3.4

989,200 33.2 968,500 33.2 20,700 2.1

285,700 9.6 264,300 9.0 21,400 8.1

1,491,165 50.1 1,483,535 50.8 7,630 0.5

46,220 1.5 44,370 1.5 1,850 4.2

166,600 5.6 160,800 5.5 5,800 3.6

2,978,885 100.0 2,921,505 100.0 57,380 2.0

平成３０年度

固 定 資 産 税

　地方交付税については、地方税が増収となる中、国の予算案が２０００
億円の増（前年度比１．３％）となっています。しかし、町の税収の伸び
などを考慮し、平成３０年度当初予算額より△３５９８万１千円の減額を
見込み、２億８５５１万９千円の当初予算としています。

区 分

個 人

　児童手当負担金、子ども・子育て支援交付金、農村地域防災減災事
業補助金、防災・安全社会資本整備交付金の増により、総額で前年度
比１億１４６３万８千円の増、率にして１８．４％の増額となりました。

　被災地の宮城県松島町と埼玉県後期高齢者医療広域連合への職員
派遣を継続します。また保育所入所児童保護者負担金も増額となって
います。これらの要因により、前年度比１０．９％、１２００万６千円の増額
です。

　国民健康保険保険基盤安定負担金や、放課後児童対策事業費補助
金、参議院選挙費委託金、県知事選挙費県委託金などの増により、前
年度比４５８８万１千円の増、率にして１２．７％の増額です。

法 人

　基金からの繰入では、財政調整基金６７００万円の取崩しを見込んで
います。

前年度比
（％）

町 た ば こ 税

町 民 税

合 計

　防災・安全社会資本整備交付金事業債を２０２０万円、公共施設等適
正管理推進事業債を２５２０万円、そして、地方道路等整備事業債を４５
０万円借り入れるほか、臨時財政対策債を２億５０００万円の借り入れを
行います。

増減額
（A-B）

平成３１年度

　地方消費税交付金については、消費増税が１０月に予定されていま
すが、平成３１年度の交付金の増はわずかとの見通しです。平成３０年
度交付実績額と平成３１年度地方財政対策による増減率（前年度比３．
３％）より、３億６２００万円を見込んでいます。

軽 自 動 車 税
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①目的別分類 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

91,676 1.6 94,224 1.6 △ 2,548 △ 2.7

728,409 12.6 723,776 12.4 4,633 0.6

2,004,136 34.8 1,875,461 32.2 128,675 6.9

527,508 9.2 532,642 9.2 △ 5,134 △ 1.0

172 0.0 183 0.0 △ 11 △ 6.0

282,433 4.9 188,347 3.2 94,086 50.0

27,909 0.5 25,705 0.5 2,204 8.6

324,352 5.6 326,857 5.6 △ 2,505 △ 0.8

313,136 5.4 573,177 9.9 △ 260,041 △ 45.4

817,571 14.2 793,563 13.6 24,008 3.0

13 0.0 13 0.0 0 0.0

626,596 10.9 671,921 11.5 △ 45,325 △ 6.7

279 0.0 322 0.0 △ 43 △ 13.4

15,810 0.3 15,809 0.3 1 0.0

5,760,000 100.0 5,822,000 100.0 △ 62,000 △ 1.1

0

12

消 防 費

（２）歳出の概要

労 働 費

議 会 費

諸 支 出 金

衛 生 費

公 債 費

民 生 費

教 育 費

土 木 費

合 計

農 林 水 産 業 費

前年度比
（％）

商 工 費

平成３０年度
区 分

災 害 復 旧 費

予 備 費

増減額
（A-B）

平成３１年度

総 務 費

民生費,

2,004,136千円

教育費, 

817,571千円

総務費, 

728,409千円

公債費, 

626,596千円

衛生費, 

527,508千円

土木費, 

324,352千円

消防費,

313,136千円

農林水産業費,

282,433千円

その他, 

135,859千円

平成３１年度款別歳出予算の状況
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議 会 費 ……

総 務 費 ……

民 生 費 ……

衛 生 費 ……

農林水産業費 ……

商 工 費 ……

土 木 費 ……

消 防 費 ……

教 育 費 ……

公 債 費 ……

【歳出の主な増減理由（目的別）】

　土木費では、新たに橋梁長寿命化修繕工事５５００万円を計上してい
ます。また、公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事として２８０
０万円を見込んでいますが、前年度比△２５０万５千円、率にして△０．
８％の減となっています。平成３１年２月からＬＥＤ街路灯賃貸借を開始
し、平成３１年度も賃借料９５４万円を計上しています。

　団体営両表・大木地区土地改良事業補助金、団体営羽尾中部地区
土地改良事業補助金が終了しましたが、ため池耐震調査業務の開始
により、総額では前年度比９４０８万６千円、率にして５０．０％の大幅な
増となっています。

　総務費では、県議会議員選挙、町議会議員選挙、参議院議員選挙、
県知事選挙の実施もあり、総額では前年度比４６３万３千円、率にして
０．６％の増です。
　平成31年度から2年間で、町勢要覧の作成、平成33年（2021年）から
始まる第５次滑川町総合振興計画・後期基本計画の策定を行います。

　民生費では、児童手当費が１１８２万円、保育所保育実施委託料が２
４５３万３千円、放課後児童対策事業委託料が２４６３万３千円、国民健
康保険特別会計繰出金が２３２７万円の増額となっており、全体では前
年度比１億２８６７万５千円、率にして６．９％の増額です。

　企業誘致の奨励により、前年度比２２０万４千円、率にして８．６％の増
です。

　小児肺炎球菌、ヒブワクチンを含んだ予防接種委託料が４３５４万３千
円、また妊婦健康診査業務委託料、健康づくり推進事業費などの保健
センターによる事業、そして一般廃棄物収集運搬委託料や小川地区衛
生組合塵芥処理費負担金などごみ収集関係の経費などが計上されて
います。前年度比△５１３万４千円、率にして△１．０％の減です。

　教育費では、認定こども園利用の増を受けた施設型給付費負担金の
増が見込まれています。また、学校で使用する社会科副読本の作成を
行います。前年度比２４００万８千円、率にして３．０％の増です。

　防災行政無線デジタル化等整備工事の終了により、前年度比△２億
６００４万１千円、率にして△４５．４％の大幅な減です。比企広域消防組
合常備消防費負担金２億８４１０万３千円が消防費の大部分を占めます
が、平成３１年度は２年に１度の地域防災訓練の年で、この経費も計上
しています。

　借入に係る元金償還金の５億８３３６万９千円及び利子分の４３２２万７
千円を見込んでいます。

　議会費では、議員年金給付費負担金の減などにより、前年度比２５４
万８千円の減、率にして△２．７％の減です。

-6-



②性質別分類 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,005,566 17.5 1,001,189 17.2 4,377 0.4

1,197,520 20.8 1,053,156 18.1 144,364 13.7

19,729 0.3 22,797 0.4 △ 3,068 △ 13.5

1,271,166 22.1 1,225,793 21.0 45,373 3.7

1,022,535 17.7 970,936 16.7 51,599 5.3

138,169 2.4 423,666 7.3 △ 285,497 △ 67.4

60,102 1.0 64,000 1.1 △ 3,898 △ 6.1

78,067 1.4 359,666 6.2 △ 281,599 △ 78.3

13 0.0 13 0.0 0 0.0

626,596 10.9 671,921 11.5 △ 45,325 △ 6.7

188 0.0 269 0.0 △ 81 △ 30.1

1 0.0 1 0.0 0 0.0

462,707 8.0 436,450 7.5 26,257 6.0

15,810 0.3 15,809 0.3 1 0.0

5,760,000 100.0 5,822,000 100.0 △ 62,000 △ 1.1

人 件 費 ……

扶 助 費 ……

補 助 費 等 ……

普通建設事業費 ……

繰 出 金 ……

前年度比
（％）

維 持 補 修 費

人 件 費

【歳出の主な増減理由（性質別）】

補 助 事 業

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

　人件費は、退職手当組合負担金の減の一方で、一般職における給
料、共済費の増額と、選挙に係るその他特別職報酬等の増により、総
体的には前年度比４３７万７千円、率にして０．４％の増額です。

単 独 事 業

扶 助 費

物 件 費

平成３０年度
区 分

補 助 費 等

予 備 費

災 害 復 旧 事 業 費

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

公 債 費

　放課後児童対策事業委託料、小川地区衛生組合塵芥処理費負担
金、比企広域消防組合常備消防費負担金等が増額となったため、前
年度より５１５９万９千円、率にして５．３％の増額です。

　防災行政無線デジタル化等整備工事、社会資本整備総合交付金事
業等の終了により、前年度比△２億８５４９万７千円、率にして△６７．
４％の減です。

平成３１年度

　国民健康保険特別会計７３０２万５千円、介護保険特別会計１億４６９
７万３千円、後期高齢者医療特別会計２７３２万１千円、下水道事業特
別会計９５００万円、農業集落排水事業特別会計６３００万円、浄化槽事
業特別会計１０００万円、水道会計へ消火栓設置工事負担金１２０万
円、土地開発基金へ利子分として９万１千円の繰出を計上しています。

　保育所保育実施委託料２４５３万３千円、児童手当費１１８２万円増額
などにより、前年度比４５３７万３千円、率にして３．７％の増額です。

増減額
（A-B）

合 計
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４．基金の状況 【単位：千円】

170,061 103,122

42,826 42,828

120,406 120,507

1,209 1,211

321 322

26,978 26,978

1,020 1,041

227,920 228,011

590,741 524,020

※平成３０年度見込額は３月補正予算後の見込み額とする。

５．地方債等の状況

2,259,393 1,977,516

176,921 147,294

129,310 110,350

533,625 496,583

277,120 258,633

1,142,417 964,656

3,272,392 3,270,800

10,120 7,600

54,943 42,322

0 0

3,207,329 3,220,878

5,531,785 5,248,316

【単位：千円】

減 債 基 金

平成３１年度
末

残高見込額
区　　　　　　　　　　　　　分

地 域 福 祉 基 金 1

平成３１年度増減見込額

0学 校 施 設 整 備 基 金

平成３１年度増減見込額

299,900

0

起債発行見込額

そ の 他 の 町 債

臨時減収補てん債

農 林 水 産 業 債

0

普 通 債

総 務 債

49,900

177,761教 育 債

合　　　　　　計

平成３０年度末
残高見込額

積立見込額

91

2

商 工 業 振 興 基 金

0

0

236,451

583,369

251,592

減 税 補 て ん 債

0

臨 時 財 政 対 策 債 250,000

0

地 方 債 計

消 防 債

12,621

250,000

0

18,487

0

0

2,520

0

土 地 開 発 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

平成３１年度
末

残高見込額

21 0

財 政 調 整 基 金

平成３０年度末
残高見込額

0

2

0

86,942

18,960

279 67,000

区　　　　　　　　分

29,627

元金償還見込額

土 木 債

49,900 331,777

財 源 対 策 債

取崩見込額

67,000

0

101

0

ま ち づ く り 応 援 基 金

61
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（単位：千円） 担　当　課

【誰もが生涯安心して暮らせるまちづくり】

■ 妊婦健康診査業務委託料 15,000 健康づくり課

■ 予防接種委託料 43,543 健康づくり課

■ 検診・検査（健康診査事業）委託料 13,465 健康づくり課

■ 健康づくり団体補助金 1,648 健康づくり課

■ 養育医療費 2,437 健康づくり課

■ 毎日１万歩運動データ分析等委託料 761 健康づくり課

■ 毎日１万歩運動血液検査委託料 724 健康づくり課

■ 早期不妊検査費補助金 200 健康づくり課

■ 早期不妊治療費補助金 500 健康づくり課

■ 車両リース料（福祉デマンド交通） 1,318 健康福祉課

■ 町社会福祉協議会補助金 29,594 健康福祉課

■ 子育て支援金 1,000 健康福祉課

新 ■ 子ども・子育て支援事業計画策定業務委託料 2,530 健康福祉課

■ 児童手当 370,320 健康福祉課

■ こども医療費 65,000 健康福祉課

■ 埼玉県地域子育て支援拠点事業費補助金 9,814 健康福祉課

■ 延長保育促進事業補助金 7,310 健康福祉課

■ 放課後児童対策事業委託料 70,739 健康福祉課

■ 保育所保育実施委託料 486,606 健康福祉課

■ 民間保育所運営改善費補助金 10,344 健康福祉課

■ ファミリー・サポート・センター事業委託料 905 健康福祉課

■ 保育所等給食費補助金 7,137 健康福祉課

新 ■ 子育て支援センター整備経費 5,438 健康福祉課

■ 障害児通所支援事業給付費負担金 15,882 健康福祉課

■ 障害福祉サービス介護給付費・訓練等給付費 205,549 健康福祉課

■ 自立支援医療費負担金 34,280 健康福祉課

■ 在宅重度心身障害者手当 8,400 健康福祉課

■ 重度心身障害者医療費 40,284 健康福祉課

■ 福祉タクシー利用料金助成事業給付費 820 健康福祉課

■ 自動車燃料費助成事業給付費 3,700 健康福祉課

■ 敬老年金 9,715 健康福祉課

■ 老人福祉団体等(シルバー人材センター）活動費補助金 6,000 健康福祉課

■ 一世紀長寿祝金 2,160 健康福祉課

新 ■ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託料 1,463 健康福祉課

平成３１年度予算の主な事業
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（単位：千円） 担　当　課

■ 国民健康保険特別会計繰出金 73,025 町民保険課

■ 介護保険利用者負担額支給費 3,782 町民保険課

■ 介護保険特別会計繰出金 146,973 町民保険課

■ 後期高齢者医療広域連合市町村負担金 124,953 町民保険課

■ 後期高齢者医療特別会計繰出金 27,321 町民保険課

【豊かな心と文化を育むまちづくり】

■ 学習、生活指導支援員賃金 16,420 教育委員会

新 ■ 社会科副読本作成等委託料 2,594 教育委員会

新 ■ スクール・サポート・スタッフ報償 567 教育委員会

■ 英語指導助手派遣委託料 12,871 教育委員会

■ 月の輪小学校等PFI事業経費（施設整備分） 34,115 教育委員会

■ 月の輪小学校維持管理委託料（PFI事業分） 13,860 教育委員会

■ 月の輪小学校ＰＦＩ事業モニタリング業務委託料 1,980 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（宮小） 23,847 教育委員会

■ 空調設備等借上料（宮小） 6,558 教育委員会

■ 空調設備等借上料（福小） 4,915 教育委員会

■ 空調設備等借上料（月小） 6,260 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（滑中） 20,034 教育委員会

■ 空調設備等借上料（滑中） 6,558 教育委員会

■ 園児用バス運転業務等委託料 11,121 教育委員会

■ 空調設備等借上料（幼稚園） 3,279 教育委員会

■ 小中学校PTA補助金 1,545 教育委員会

■ 体育協会補助金 3,750 教育委員会

■ 給食委託料 81,189 教育委員会

■ 給食用品費 92,545 教育委員会

■ 町外幼稚園及び町外小中学校等給食費補助金 4,014 教育委員会

【暮らしやすい快適なまちづくり】

■ 比企広域消防組合常備消防費負担金 284,103 総務政策課

■ 比企広域消防組合非常備消防費負担金 23,612 総務政策課

新 ■ 防災メール配信システム業務委託料 955 総務政策課

新 ■ 県議会議員選挙費 5,027 総務政策課

新 ■ 町議会議員選挙費 9,422 総務政策課

新 ■ 参議院議員選挙費 10,765 総務政策課

新 ■ 県知事選挙費 8,801 総務政策課

■ 住宅用太陽光発電システム設置事業補助金 2,000 環　境　課

■ 一般廃棄物収集運搬委託料 77,000 環　境　課

■ 生活環境パトロール町内美化推進事業委託料 1,395 環　境　課
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（単位：千円） 担　当　課

■ 埼玉中部資源循環組合負担金 27,186 環　境　課

■ 小川地区衛生組合塵芥処理費負担金 147,866 環　境　課

■ 小川地区衛生組合し尿処理費負担金 53,116 環　境　課

■ 下水道事業特別会計繰出金 95,000 環　境　課

■ 農業集落排水事業特別会計繰出金 63,000 環　境　課

■ 浄化槽事業特別会計繰出金 10,000 環　境　課

■ 上福田土地改良区事業補助金 6,200 産業振興課

新 ■ ため池耐震調査業務委託料 121,000 産業振興課

■ 交通安全施設維持工事 3,100 建　設　課

■ ＬＥＤ街路灯賃貸借料 9,540 建　設　課

■ 公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事 28,000 建　設　課

新 ■ 橋梁長寿命化修繕工事 55,000 建　設　課

■ 公園等植栽管理委託料 4,498 建　設　課

【特性を活かした活力ある産業のまちづくり】

■ 谷津の里運営管理委託料 1,772 産業振興課

■ 伊古の里運営管理委託料 3,465 産業振興課

■ 多面的機能支払交付金 9,697 産業振興課

■ 商工会補助金 6,536 産業振興課

■ 耐震・住宅リフォーム補助金 300 産業振興課

■ 企業誘致奨励金 9,320 産業振興課

■ 滑川まつり事業補助金 1,240 産業振興課

■ 森林公園年間パスポート券購入補助金 635 産業振興課

【町民との協働による自立可能なまちづくり】

■ 議員年金給付費負担金 13,639 議会事務局

■ 行政バス運行業務委託料 3,000 総務政策課

新 ■ 町勢要覧作成委託料 2,000 総務政策課

新 ■ 第５次滑川町総合振興計画・後期基本計画策定委託料 3,825 総務政策課

■ 情報系ネットワークシステム機器等借上料 13,333 総務政策課

■ まち・ひと・しごと推進審議会委員報酬 87 総務政策課

■ 婚活支援事業結婚支援員報奨金 100 総務政策課

■ コミュニティセンター運営管理委託料 18,871 総務政策課

新 ■ 土地鑑定評価委託料 13,972 税　務　課

■ 区長等報酬 14,563 総務政策課
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引き上げ分の地方消費税収（社会保障財源分の地方消費税交付金は除く）又は地方消費税交付金
（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

  (歳入)    ・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 130,000 千円

  (歳出)    ・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,930,662 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 単位（千円）

国庫支出金 県支出金 町  債 その他

引き上げ分の地
方消費税（社会保
障財源化分の市
町
村交付金）

その他

障害者福祉事業 328,836 132,372 92,652 0 0 14,801 89,011
高齢者福祉事業 29,362 0 339 0 0 4,138 24,885
児童福祉事業 1,090,875 429,049 181,619 0 105,914 53,365 320,928
母子福祉事業 10,496 1,506 1,506 0 0 1,067 6,417

小　　　　　計 1,459,569 562,927 276,116 0 105,914 73,371 441,241
国民健康保険事業 73,025 12,993 34,162 0 0 3,688 22,182
介護保険事業 150,859 813 406 0 252 21,299 128,089

小　　　　　計 223,884 13,806 34,568 0 252 24,987 150,271
高齢者医療事業 157,085 0 20,491 0 3,188 19,020 114,386
疾病予防対策事業 47,507 0 0 0 0 6,773 40,734
健康増進事業 5,532 0 60 0 0 780 4,692
医療に係る施策 37,085 0 248 0 1,292 5,068 30,477

小　　　　　計 247,209 0 20,799 0 4,480 31,642 190,288

1,930,662 576,733 331,483 0 110,646 130,000 781,800

社会保険

保健衛生

合　　　　　　　　　計

平成31年度予算

事業名 経費

財源内訳
特定財源 一般財源

社会福祉


